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欧州における住宅手当の展開と日本の課題(その 1) 

小玉徹

1 はじめに一一この連載のねらい

先進30カ国が加盟するOECD(経済協力開発機構)の社会支出統計(社会保障給費の国際比

較)で，他の多くの先進諸国が計上しているにもかかわらず，日本がデータを提供できてい

ない費目がlつある.住宅手当である.

欧州では，住宅手当はエンタイトルメント・プログラム，すなわち受給資格をクリアすれ

ば予算の上限に関係なく受給する権利のある制度である 住宅手当はナショナル・ミニマム

(政府が国民に対して保障する最低限度の生活水準)の不可欠な要素なのである.国の制度と

しての住宅手当の不在は，所得レベルに応じた家賃負担と家族数に応じた居住水準の保障，

という住宅政策の基本的な原則が日本に貫徹していないことを意味している.

固の制度としての住宅手当の不在は，経済成長，終身雇用 年功序列の賃金体系，社宅等

に支えられながら，最終的には持家取得に至る，という日本型雇用システムと相関していた.

しかしながら1990年代後半からの失業率の上昇，非正規労働の拡大は，日本型雇用システム

を不安定化させ，住宅手当の導入が検討されている

2003年，国土交通省の社会資本整備審議会は「新たな住宅政策のあり方についてjを「建

議JL. 2005年に「答申J(新たな住宅政策に対応した制度的枠組みについて)を提出した.

そこでは「国の制度として家賃補助を導入するJことが提案されていた.

まず「建議Jでは.r新たな住宅政策Jの「検討の背景」について以下のように述べていた

(社会資本整備審議会.2003. p.3) . 

従来，経済成長，終身雇用・年功序列の賃金体系，社宅等に支えられ，経済情勢等が変

化しでも，職や家を失うまで行きにくいなど，社会構造に組み込まれたセーフテイネッ

ト(安全網)があったが，近年の経済情勢の中で，企業の人員削減，賃金体系見直し，

[キーワード]住宅手当，社会手当，社会住宅，スウェーデン
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福利厚生縮小等が行なわれ，この仕組みが崩壊してきている.この結果，住宅取得の見

通しが不透明になるだけでなく，職とともに家も失うなどの豊かな社会における困窮事

例も見受けられ，セーフテイネットのあり方が注目されている.

日本の都市化，工業化の担い手である企業は，企業主義社会とも呼称され，企業内での職

業訓練や社宅，持家取得のための低利融資などプリンジ・ベネフィットを内包していたが，

ポスト工業化=サーピス経済化にともなう雇用の流動化とともに， r社会構造に組み込まれた

セーフテイネット」の崩壊が起こっている，という認識である.

この住宅セーフテイネットに関連して「答申jは， r公営住宅が真にそれを必要とする住宅

困窮者に適切に供給されるよう，同居者による入居承継の範囲の厳格化を図るとともに，収

入超過者の退去を促進するための対策を進めていくJと言及し，公営住宅の「住宅困窮者J

への限定化をめざすとしている(社会資本整備審議会， 2005， pp.28， 40). もちろん公営住宅へ

の応募率が全国レベルで9.4倍，東京圏で27.4倍，京阪神圏で13.8倍 (2003年)となっている状

況では，これのみでセーフテイネットを充足させることはできない.

こうした問題状況をふまえ， r答申」は， r公営住宅における入居者・非入居者間の不公平

の存在，コミュニテイ・バランスの低下など，現行制度が抱える問題点を抜本的に解消する

ためには，民間住宅を活用した家賃補助が効率性の高い政策手段であるjと明記している.

「答申」では言及されていないが，留意すべきは，家賃負担の問題は居住スペースに関係

している，という点である.通常，住宅手当は，一定の居住スペースを保障するために家族

数に応じて支払われる.したがって住宅手当の不在は，多くの家族世帯に狭小な住宅での居

住を強いることになり，それが子供の発達にも深刻な影響を及ぼすことになる.ソーシャル

ワーカーとして児童相談所に勤務し，多くの著書も出している山野良一氏は， r私も仕事のな

かで，アパートや借家に住む児童虐待があるとされる家庭の多くが，部屋数でいえば2聞や3

間以下の住宅で暮らしており，子ども部屋を持っている家庭が少数であることを実感してき

ましたjと述べている(山野， 2008， p. 188) . 

さらに「答申Jは，公営住宅の「住宅困窮者jへの限定化をめざすと述べ，他方で，その

ことによる「コミュニテイ・バランスの低下jについて「民間住宅を活用した家賃補助Jの

重要性を指摘しているが，その論旨は必ずしも明確でない.この点，大阪府住宅まちづくり

審議会(答申， 2011年)では， r直接建設方式(公営住宅)では解消できない，困窮者の集中

をどの問題を解消するためJr国において家賃補助等の創設がなされた場合には，府営住宅を

公営住宅としての枠を取り外して市場家賃化L，府民が誰でも入居可能な住宅とし，民間賃

貸住宅やUR賃貸住宅・公社賃貸住宅をふくめ，低所得者に対しては，家賃補助等による対応

を行うことを検討すべきである」と(大阪府住宅まちづくり審議会， 2011， p.23) ， rコミュニテ

イ・バランスの低下Jの解消のため，民間賃貸のみならず公的な住宅にも住宅手当を適用す
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る，という踏み込んだ提言をしている.

「新たな住宅政策jでは.i社会構造に組み込まれたセーフテイネット」の脆弱化にともな

い. i職とともに家も失うなどの豊かな社会における困窮事例jが指摘されている.すでに

1990年代後半から日雇い労働者を中心としたホームレス問題が発現していたが，そうした

「困窮事例jは，派遣切りなどで失職した労働者が同時に住宅を失ったことで露呈され.2008 

年末の「年越し派遣村Jの出現につながった.

このため厚生労働省は.2009年から雇用保険と生活保護の狭間にある「第2のセーフテイ

ネット]の一環として. i就労・生活支援給付jと住宅手当を導入=実施することになった.

前者は.2010年に求職者支援制度として恒久化された.雇用保険の受給資格のない失業者に

対して，無償の職業訓練を受けることを条件に最長 1年間，月額10万円を給付する制度であ

る.他方，住宅手当は，原則 6カ月間で，ハローワークでの月 1回以上の職業相談など細か

い要件が課せられ，あくまでも就労自立に至るまでの緊急避難用として制度化されている

ただし. i就労生活支援給付」と住宅手当は併用できないことになっている(厚生労働省，

2009).通常，欧州では雇用保険の受給資格のない失業者に対する求職者支援制度は. i就

労・生活支援給付」と住宅手当の併用ができるように設計されている.

この点. i第 2のセーフテイネットjの政府立案に関与した連合の案では， i就労生活支

援給付j制度を， EU諸国の若者に対する就労支援や失業給付(社会手当)などを参考に，雇

用保険と生活保護制度との中間に位置づけ，住宅手当も生活保護にある住宅扶助の「社会手

当化・単給化Jの方向で，その導入が検討されていた(連合，2009). 

稼働能力の有無にかかわらず支給される住宅手当は，児童手当と同様，社会手当として不

可欠のものであり，すでに言及した居住スペースの確保，コミュニテイ バランスの保持，

失業者への生活保障という観点から，日本での要請は強まっている.しかしながら「子供手

当jと比較すると，その具体的な役割は周知されていない.

一連の論考のねらいは，欧州の住宅政策において住宅手当が果たしてきた役割を歴史的に

検討することで，国の制度としての住宅手当が不在となってきた日本の問題状況を浮き彫り

にし，改めてその重要性を再確認することにある.

2 残された論点一一社会手当としての住宅手当

現在，住宅手当は， i物への助成」から「人への劫成」への転換という文略で，かつての社

会住宅の大量建設に代わる住宅政策の中心的なツールとなっている.長年，その国際比較研

究に携わってきたピーター・ケンプは，住宅手当の導入=普及の背景を，建設補助の減少と

市場家賃への移行，ポスト工業化社会にともなう「社会リスク」の台頭，という 2つの文脈

で説明している
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第一次大戦中，交戦関係にあった多くの図々は，民間賃貸市場に家賃統制 (rentcontrols) 

を導入した さらにこの時期に住宅への補助が開始された. 1960年代まで，これらは主に建

設補助 (Bricks.and-mortarsubsidies)の形態をとり，住宅協会のような非営利の家主，地方

自治体に補助金が投入された.第一次，第 2次大戦のそれぞれの対戦中と戦後の時期，絶対

的な住宅不足から新たな社会住宅建設が重要な課題となったのである こうした介入は，し

ばしば「下から」の圧力の結果であり，それは貧困な借家人というよりは，組織労働者と暮

らし向きの良い (better-p担 d)労働者階級からきていた.

1970年代に入ると多くの国々は，建設補助をしだいに減少させ，所得と相関させた住宅手

当と市場レベルないしそれに近接した家賃を採用するようになる.建設補助の存在は，社会

住宅の家主に市場家賃以下での請求を可能とさせてきた.所得と相関させた住宅手当は，建

設補助の減少と市場家賃への変更の影響から貧困な世帯を保護するために用いられた.こう

した政策の変化は，絶対的な住宅不足は解消され，第 2次大戦後，住宅水準がかなり改善さ

れてきた，という事実を反映していた.

1970年代後半には，所得に対して家賃の水準を引き下げることが，より重要な政策課題と

して浮上してきた.その背後には，ポスト工業化時代の到来にともない現代の社会保障給付

が直面している共通の問題が横たわっていた.欧米諸国は1980年以降，おしなべて 6%から

10%を超える高い失業率から離脱できず，失業給付，失業扶助，社会扶助への継続的な支出

を余儀なくされた.こうした状況のもとで住宅手当が重要となってきた理由について，ケン

プは，ポスト工業化社会への移行にともなう「社会リスク」との関連で以下のように言及し

ている (Kemp，2007， pp.4， 268). 

1970年代からの失業の拡大，家賃やローンへの助成を必要とする世帯の増大，長期失業

の上昇，社会保険を使いつく L，一般的でない社会扶助のセーフテイネットに依存せざ

るをえない状況は，住宅手当立案への要請をつよめた.1970年代以降のパートタイム就

労と不安定な雇用形態の拡大も 2次的な労働市場にある人々からの住宅手当への需要を

増大させた.

住宅手当は社会保障 (socialsecurity) として，所得に対して家賃の水準を引き下げるだけ

でなく，住宅政策 (housingpolicy) として世帯のニーズに応じて最低限の居住水準を確保す

る役割をもっ.この 2つの役割は対立するものではなく，通常，住宅手当はこの両方の側面

を合わせ持っている

家族数に応じた居住スペースの確保という住宅政策としての性格は，児童手当と同様，住

宅手当を社会手当として位置づけることになる.社会手当とは，労働市場や世帯主の稼働能

力とは切り離された独立した所得を直接，家族成員に保障するものである.したがって住宅
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手当の導入をめぐる，あるいは住宅手当の欠如(日本など)をめぐる議論には，ケンプが指

摘した建設補助の減少と市場家賃への移行， r社会リスクjの台頭という視点のみならず，

「賃金と社会保障」の相関のもとで社会手当としての住宅手当の成立過程を問うことが重要と

なる.この点，日本の児童手当を批判的に検討している北明美は，以下のように敷街してい

る(北，2006，p.167) . 

ヨーロッパでは「児童手当Jや住宅手当といった社会手当が防貧対策として重要な機能

を果たしているという情報はむろん伝えられてきたのであるが，就労可能な期間につい

ては，十分な賃上げこそが所得保障の王道であるという発想，いわば「賃金依存主義」

がそれによって相対化されることはなかった.これは，労働運動においては，賃金の年

功的上昇や，賃金の家族手当と住宅手当等が一種の社会的な「生活保障jとして擬制さ

れてきたことにも関わっている.

以下では日本との対比で社会手当としての住宅手当の成立過程とその実態を把握すべし

さしあたりスウェーデンとフランスを取りあげたい.両国では家族手当が手厚いばかりでは

し住宅手当の対GDP比が高く(前者0.57%，後者0.92%，2006年)， 5世帯に 1世帯(前者

20%，後者23%)が住宅手当を利用，家族数に応じた居住スペースが保障されている.また

両国の住宅手当は，そもそも家族成員への所得保障(スウェーデンでは1936年の家族補助，

フランスでは1948年の家族住宅手当)の一環としてスタートしているからである.

3 スウェーデンにおける居住水準の向上 家族補助から住宅手当へ

1936年，スウェーデンでは 3人以上の家族に対して所得審査っきの住宅手当(家族補助，

family grants)が導入された. 1946年には，国民老齢年金の受給者に付加される住宅補足

(housing supplement)が制度化された 現在，スウエ}デンでは子供のいる世帯，年金生活

者，若者を対象に 3つの住宅手当が存在している.いま住宅手当受給者を世帯分類別にみる

と(データは2002年)， 1人親世帯22%，年金世帯61%，子供のいる家族世帯10%，単身世帯

(年金世帯以外)7 %.全世帯に占める住宅手当の受給率 (2007年)は20%で，受給額はGDP

の0.57%である.

ここでは，子供のいる世帯と年金世帯に住宅手当が与えたインパクトに言及したい.

( 1 )ミュルダールによる住宅手当の実験

19世紀の終わりから20世紀の初頭にかけてスウェーデンでは急激な都市化と人口増加が進

んだ. 1870年代には，農業人口が70%を超えていたが， 1910年にはこの数字は50%を切った.
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都市の貧困と劣悪な環境のなかで， 1870年から1930年までの聞に約110万人がアメリカに移住

するという事態も生じた.同時にスウェーデンを襲ったのは出生率が急速に低下するという

現象であった(宮本， 1999， pp， 70Ql)， 

いま1933年時点での居住状況を確認すると， 1部屋と台所付設なし53，2%，2部屋と台所付

設25.9%，3部屋と台所付設10.3%，4部屋以上と台所付設10.6%という過密居住となっており，

1945年時点でセントラルヒーテイングは45.5%，風呂ないしシャワー付きは21.3%，住戸内の

トイレは35.6%しか普及していなかった (Headey，1978， p.51) . 

19世紀から家族と子供の幸福と健康が居住状況と関係していることは，認識されていた.

しかし1930年代にミユルダーJレの著作が出現するまで，この 2つの問題群は，理論的にも政

治的にも接合されてこなかった.グンナー-ミュルダーJレは政治経済学者であり， 7)レヴ

ァ・ミユ1レダーJレは本来，社会政策と家族問題に興味をもっていた.共著「人口問題の危機j

において，かれらは，当時の出生率の低下が狭小，不良，過密という住宅の欠陥にある，と

主張した さらに女性は出産後，乳母と女中を雇うことができない限り，労働市場を離れて

家庭に拘束される事実を問題にした (Sahlin， 2011， p. 99). 7)レヴァが事務局長を担当した

「女性の就労委員会」の報告書 (1938年)では，女性が結婚し，母親となることと就労への渇

望を接合させるべく，社会と雇用の仕組みを変革することの重要性が確認された (Carlson，

1990， p.150). 

共著での多くの示唆と勧告は，その後の法改正により実現した.普遍的な児童手当，無料

の学校給食，無料の医療，無料の公的な保育所などがそれであり，さらにその影響は，住宅

手当の導入と住宅水準の向上にまで及ぶことになった.

1935年，政府は都市自治体が公的住宅を建設するための融資プログラムを認可した.同時

に3人の子供をもっ家族は原価家賃 (cost-pricerent)から30%を， 4人については40%を， 5 

人については50%を割り引くよう国からの檎助が決定された.政府は，こうした家族補助に

より，部屋のサイズ，設備，そしてコーポラテイプ住宅組織のガイドブックを手本とした遊

戯場と保育施設など高いレベルの建築水準を要請した.このプログラムは， 1935年度から39

年度にかけて4，085万クローナの資金助成を受け， 2万の有資格者のうち6，000-7，000家族が助

成された.

スウェーデンにおける住宅政策の形成過程をイギリス，アメリカと比較検討したプ1レー

ス・ヘデイは，家族補助について「したがって，そのインパクトは控えめなものであった.

しかしながら，その意義は，所得と家族規模に対応した，より精巧な戦後の住宅手当の先駆

けとなったことであるjと評価している (Headey，op. cit， pp.6品9).また家族向け住宅(ミュ

Jレダ-)レ住宅とも呼称)は，新たな公的住宅会社により建設された.これはのちにスウェー

デンのすべての都市に普及し，公的な住宅を管理している市の住宅公社 (MHCs，Municipal 

Housing Companies)の先駆けとなるものであった (Sahlin，op. cit.， p. 99). 
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( 2)家族向け共同住宅によるソーシャル・マーケット

第 2次大戦後のスウェーデンの住宅テヰユアは， 1945年の持家38%，借家人組合 (tenant

cooperative) 4 %，市の住宅公社 (MHCs)6 %，民間賃貸52%から， 1990年の持家40%，借

7 

家人組合15%，MHCs25%，民間賃貸20%へと大きく変化し，とくに民間賃貸の減少とMHCs

の伸長が際立つている (Turner，2007， p.148). 

すでに1942年に家貨統制がしかれ，住宅への建設補助が開始されていたが，図 1に明らか

なように住宅建設の内訳において家族向け共同住宅は， 1950年度の 3万戸台から1970年度の 8

万戸まで増大し，その後，急速に低下している.これに代わって1970年代に入ると戸建て持

家の建設が高い比率を示すようになる.図 2は新築の家族向け共同住宅におけるテニユア別

の割合を示している. 1975年から借家人組合が増加へと転じ， 1980年代に入ると民間賃貸も

漸増しているが，それまではMHCsが家族向け共同住宅の建設をリードしていたことが判明す

る.

ここで留意すべきは， 1942年以降，原価家賃の住宅公社と同様の家賃規制，住宅基準，借

家人の保護を受け入れる見返りに，民間家主も補助された国の住宅ローンを利用できること

になったことである.その後， 1967年に家賃統制は廃止され， 1968年から住宅公社の家賃は，

需要レベルに対応1.-，団地の利用価値を反映できるようになり，民間賃貸もこれに倣うこと
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になった (Kemeny，1995， pp. 115-116).このような原価賃貸と民間賃貸をともなった住宅市場

は，ソーシャル・マーケットとしての性格を有している.

欧米の住宅政策を二つに分類し，説得的な論旨を展開してきたのがジム・ケメニーである.

ケメニーは，欧米の住宅政策を統一 (un由ry)モデルと二分化 (dualist)モデルに分類する

前者は非営利セクターの原価賃貸 (costren位19，家賃を経常費補填に必要なレベル=費用家賃

に設定)と民間賃貸とが競合し，かつ併存しうる市場メカニズム(ソーシャル・マーケット)

を有するのに対し，後者は利潤目的の借家市場に依拠しながらも，結果的には住宅テニュア

を持家と公営賃貸に収束させてしまう.

ケメニーは，二分化モデルにおける社会住宅の供給のされ方をコマンド(命令)方式と呼

んでいる.国家所有による管理のもとで低所得世帯をターゲットと l，価格メカニズムは作

動せず，住戸の配分が官僚的になっていることを意味している.家賃は，その住宅への需要

に関係なく一定以下に保持され，社会住宅はセーフテイネットとして機能している これに

対して統一モデルは，ソーシャル・マーケット方式のもとで，国家以外の非営利セクターに

よる低廉な住宅の供給がなされ，消費者の選好に適応する価格メカニズムをもっている.家

賃は市場家賃より低く設定されているとしても，その住宅の相対的な価値(したがって住宅

への需要)を反映しており，広範な階層への77オーダプJレな社会住宅として機能している

(ibid.， 1995， pp.lι17). 

スウェ}デンの住宅政策は，典型的な統一モデルとして把握される.そのことはソーシャ

ル・マーケットを通じて原価賃貸と民間賃貸とが競合し，それぞれの居住水準と家賃レベル

を平準化させていることに表出されている

表 1に明らかなように4室以上と台所からなる大家族タイプ (1980年)は，持家で71%と
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賃貸住宅(借家人組合14%，MHCsI2%，民間賃貸14%) を凌駕している.ただし賃貸住宅に

ついて 3室以上と台所に着目すると，借家人組合55%，MHCs43%，民間賃貸48%と3つのテ

ニュアにそれほどの格差は存在しない.

表 1 住宅テニュア別の部屋サイズ分布 (1980年)

住宅のテニュア
部屋のサイズ

くlrk 2rk 3rk 4rk 

持家 3 7 17 31 

借家人組合 19 35 32 11 
住宅公社 23 31 31 11 

民間賃貸 28 32 24 10 

注:データの欠落のため合計は100%となっていない

出所:Lundqvist (1987) p.8 

5rk 6+rk 

23 17 

2 

l 

3 1 

表2は， 20万人以上の都市についてMHCsと民間賃貸の平方メート Jレ当たりの家賃(月額，

クローナ， 2004年)を比較したものである 両者について若干の格差はあるものの，それは

民間賃貸住宅の立地状況が良いこと，民間賃貸はMHCsの家賃より 5%まで高くできることが

要因となヮている.MHCsの家賃はコストを回収する原価が原則であり，団地の位置や質を反

映させながら調整されている.民間賃貸の家賃は，当該地域の借家人協会 (MHCsの借家人も

参加)と家主協会との交渉事項であり， MHCsの家賃設定が民間賃貸をふくめた全体の家賃市

場をリードできる状況となっている.

表 2 20万人以上の都市におけるMHCsと民間賃貸の家賃 (2004年)

建設時期
平方メ トル当りの家賃 平方メ ト，レ当りの家賃

(民間賃貸) (MHCs) 

1995-2004 1，233 1，156 
1985-1994 1，082 993 

1975-1984 914 877 
1965-1974 905 814 

1955-1964 848 868 
1940-1954 953 855 

1939 1，001 929 

出所:Tumer (2007) p.159 

(3) 1人親世帯の居住状況と住宅手当

MHCs~こは，すべての世帯が申請可能であり所得制限はない. MHCsは，広範な階層へのア

ブオーダブルな社会住宅として原価家賃を適用し，全体の家賃市場をリードしている.した

がって低所得の子供をもっ世帯や高齢世帯は，住宅手当を利用すること家賃支払いを軽減さ

せる必要がある.ここでは住宅手当の利用世帯の22%をしめる 1人親世帯について，その状

況を把握してみたい.
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2004年時点での住宅テニュア構成は，持家40%，借家人組合19%，MHCs20%，民間賃貸

21%である.それぞれのテニュアについて，その世帯特性をパーセンテージで示したのが表3

である.借家と持家の世帯特性に大きな違いがみられ，借家人組合， MHCs，民間賃貸での単

身世帯 (64歳以下， 65歳以上)が高い比率を示 l，1人親世帯では民間賃貸7.8%，

MHCs9.4%により特化している.これに対して持家では，子供のいない夫婦世帯(同棲をふ

くむ， 64歳以下， 65歳以上)，子供のいる夫婦世帯のシェアが高くなっている.

表 3 住宅テニュア別の世帯特性(初日4年)

世帯のタイプ
住宅テニュアの形態

平均
持家 借家人組合 民間賃貸 MHCs 

子供のいない単身(64歳以下) 9.1 35.3 46.7 40.0 29.3 

子供のいない単身(65歳以上) 8.4 19.9 14.9 18.5 14.5 

子供のいない夫婦(64歳以下) 23.8 15.8 12.7 10.1 16.6 

子供のいない夫婦(65歳以上) 13.8 8.8 4.8 5.4 9.2 

子供のいる1人親 2.5 5.4 7.8 9.4 5.5 

夫婦(子供1人) 9.7 5.6 4.6 5.5 6.7 

夫婦(子供2人) 17.2 4.7 4.2 3.7 9.0 

夫婦(子供3人以上) 7.4 1.6 1.7 2.8 4.0 

その他 8.0 2.9 2.6 4.6 5.1 

合計 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 

出所:Tumer (2007) p.154 

当初， MHCsを中心として大量供給された家族向け共同住宅は，子供のいるすべての世帯に

開かれていた.これが1980年代以降の持家の普及とともに共同住宅における子供のいる夫婦

世帯は減少し，単身世帯と 1人親世帯などに特化していく傾向がみられる.

いま子供のいる夫婦世帯と l人親世帯のうち，持家と 3階以上の共同住宅に居住する割合

(2009年)を検討すると，夫婦世帯の場合，子供 1人(持家56%，共同住宅27%)，子供2人

(持家68%，共同住宅13%)，子供3人(持家74%，共同住宅16%) に対l，1人親世帯では，

子供 1人(持家26%，共同住宅53%)，子供2人(持家29%，共同住宅41%)，子供 3人(持

家32%，共同住宅50%) という状況にある (Sahlin，2011，p.l03).

ただし 1人親世帯の大多数は住宅手当を利用することで，子供数に見合った居住水準を確

保している 子供のいる夫婦世帯に比べて 1人親世帯の所得が低いことから， 1人親世帯の

82% (子供のいる夫婦世帯は 9%)は住宅手当を利用している.

当初 3人以上の子供のいる世帯を対象とした家族補助は， 1948年に 2人以上の子供へ，

1969年に子供にいるすべての世帯にまで拡大され，住宅手当と名称を改めて現在に至ってい

る.その目的は，居住水準の向上，過密居住の減少，地域や同じスペースを有する住宅の新

旧による支出格差の是正，家計の逼迫している世帯の居住支援にあり，つまりは「低所得世

帯に充分なスペースのある良好な居室を与える」ことにある.子供のいる世帯への住宅手当
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が適用にあたって勘案される項目は以下のとおりであり， 1人親世帯にも同様の規定が適用さ

れる.

-世帯の人数:結婚もしくは同棲しているカップルと18歳以下の子供

・世帯の所得:雇用と自営業からの世帯所得，資産などからの所得

・住宅への支出 賃貸アパート(暖房費をふくむ家賃)，コーポラテイプ住宅(暖房費を

ふくむコーポラテイプへの年間料金とアパートが担保となっている場合のローン利子

の一部)，持家(固定資産税，借地料の70%，暖房費，住宅ローン利子の70%)

・床面積:子供数による床面積(子供が1人の場合の 1家族の最大床面積は80平方メー

トJレで， 5人目の子供まで 1人当たり 20平方メートルが加算)

住宅手当を利用している 1人親(12万1，251世帯)と子供のいる夫婦は万3，991世帯)につ

いて利用状況 (2004年，月額，平均値)を検討すると，総所得は前者が14万1，057クローナ，

後者が11万8，810クロ}ナである. 1人親世帯は，住宅手当 2万664クローナによって家賃支出

を5万9，844クローナから 3万9，180クローナへ，子供のいる夫婦世帯は，住宅手当 2万2，200ク

ローナによって家賃支出を 6万3，108クローナから 4万908クローナへ，したがって所得比で前

者は42%から28%へ，後者は53%から34%へと，家賃を大幅に減額させている(Ahren，2007， 

pp.217， 223-25). 

(4 )高齢単身女性の居住状況と住宅手当

表 3の借家において単身世帯 (64歳以下)につぐ高い比率を示しているのは，単身世帯

(65歳以上)であり，借家人組合19.9%，民間賃貸14.9%，MHCsI8.9%という状況にある.す

でに言及したようにスウェーデンの住宅手当の受給者を世帯分類別にみると(データは2002

年)，年金世帯が61%ともっとも多く，年金世帯全体の23%は，住宅手当(年金世帯への住宅

補足)を利用している.

1946年，政府は国民老齢年金への住宅補足 (supplement) として，地方自治体の負担によ

る住宅手当を制度化した.当初， 1945年以降に建築された賃貸住宅について，国家の助成を

受けた特定のタイプが対象となっていた. 1988年以降，国家の負担による住宅補足を部分的

に導入，すべての住宅テニュアが対象となった. 1995年には，年金世帯への住宅補足が地方

自治体のそれに取って代わった.これにより住宅補足の支出に適用されるルールは，全国一

律となった.

1995年以降，年金世帯への住宅補足についての支出額は，年間100億クローネ前後と安定し

ているが，受給者は56万3000世帯 (1995年)から44万70∞世帯 (2004年)へと減少傾向にあ

る.減少の理由は， 1999年からの新制度により，現役時代の給与所得の合計に比例して給付
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額が決まる所得比例年金と，年金の給付額が一定水準に満たない低所得者のために国税を財

源とする最低保障年金が設定され， 一部の年金世帯が住宅補足に関わる所得制限を超えたこ

とにある(Ahren，2007， pp.219-221). 

最低保障年金は所得比例年金が一定水準を下回るときに，その不足分を補い，単身者で

7，526クローナ (月額9万円)，同居であれば 1人当たり 6，713クローナ (8万1，000円)に設定

され，財源は年金保険料でなく 国税である(湯元 ・佐藤，2010， p.180).年金世帯への住宅補

足は，最低保障年金のみの場合，図 3に示されるように単身者で年金世帯への住宅補足は

4，650クローナ (5万5，300円)が支払われ，所得比例年金が4，452クローナ (5万3，000円)ま

では，このレベルは保たれ，それを超える と最低保障水準が徐々に上昇することで，住宅補

足は逓減し，所得比例年金が1万6，000クローネ (19万円)以上では受給資格はな くなる.

月当りの給付，SEK

20，000 

16，000 

12，000 

住宅補足
8，000 

4，000 

。
2，000 4，000 6，000 8，000 10，000 12，000 14，000 16，000 18，000 SEK 

図3 単身者の年金給付レベルにともなう住宅補足の変化

出所 :Nordic Social-Statistical Commitee (2008) p.l11. 

2008年時点での65歳以上の単身女性は約50万人 (男性21万4，000人)，通常，単身女性の年金

所得は，より 長い期間に就労し，より高い賃金を得ている男性と比べて低い.2007年12月現

在で170万人以上が老齢年金を利用し，その92%は所得比例年金を，他方でその半数の約80万

人は最低保障年金も利用，そのうち14万人は最低保障年金のみの世帯であった (Nordic

Social-Statistical Comrnittee， 2008， p.l11). 2008年12月時点では， 40万8，566世帯が年金世帯へ

の住宅補足を利用，うち72%は女性であった (Sal泌n，2011， p.110). 

したがって所得の低い高齢の単身世帯，と くに女性は，年金世帯への住宅補足を利用する

ことでアフ オーダブルな住宅を確保している. i住宅補足の目的は，年金生活者に一定水準な

いしは新築の住宅を確保するJことにあり， rナーシング ・ホーム，高齢者ホーム，サービス

付き住宅など，すべてのタイプの住戸とテニ ュアに適用可能」 となっているからである
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(Ah四r珂en叫1，0叩p乱.品C凸cit祉t.吋.，pp.226.7) . 
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